
　地震調査研究推進本部は、平成７年１月に

発生した阪神・淡路大震災の教訓（地震調査

研究の成果が国民や防災を担当する機関に十

分に伝達、活用される体制になっていなかっ

たこと）を踏まえ、同年７月、「地震防災対策

特別措置法」に基づき設置された政府の特別

の機関です。�

　行政施策に直結すべき地震調査研究の責任

体制を明らかにし、これを政府として一元的

に推進することを目的としています。�

地震調査研究推進本部は、本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から構成され、�
その下に学識経験者および関係機関の職員から構成される「政策委員会」と「地震調査委員会」が設置されています。�

　ホームページ　http://www.jishin.go.jp/
   ［キッズページ］ http://www.jishin.go.jp/kids/

　地震本部ニュース　http://www.jishin.go.jp/main/p_koho04.htm 

役　　　　割�
総合的かつ基本的な施策の立案�
関係行政機関の予算等の事務の調整�
総合的な調査観測計画の策定�
関係行政機関・大学等の調査結果等の収集、整理、分析及び総合的な評価�
上記の評価に基づく広報�

地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に資する�
地震調査研究の推進�

基本的な目標�

　地震調査研究推進本部では、地震調査研究の成果を社会（国民や防災関係機関等）に活
かすため、その方策を検討しています。また、我が国の地震活動、地殻変動等に関する情報
を一般の方々にわかりやすく提供するために、さまざまな手段を用いて広報を実施してい
ます。�

地震調査研究推進本部に関する最新情報を皆様にお伝えしています�
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古紙配含率100％再生紙を
使用しています�

環境対応型�
大豆油インクを使用�
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地震調査研究推進本部 （本部長　文部科学大臣）�

国、地方公共団体等の防災対策�

調査観測、研究等の実施�
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調査観測データ、研究成果�総合基本施策�
調査観測計画�

地震調査研究推進本部は�
地震調査研究を一元的に推進する政府の特別の機関です。�
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この冊子は、文部科学省の委託により、（財）地震予知総合研究振興会地震調査研究センターが作成しました。�
この冊子に掲載している地震動予測地図の海岸線および県境は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数
値地図２５０００（空間データ基盤）を複製したものです。� （承認番号　平１９総複、第１２１０号）�
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